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第 1章

はじめに

1.1 研究の背景

所属研究室では 6ポートコリレータ (Six-Port based wave-Correlator: SPC)を用いた

高周波計測技術の提案や，計測器の開発を行っている．1970年代に Engenらによって従

来のヘテロダイン方式とは異なる，ホモダイン 6ポートリフレクトメータが提案された．

研究室では基本原理から出発し，現在 SPCを用いたホモダイン方式の VNA（ベクトル

ネットワークアナライザ）が開発されている [1]．これにより従来のヘテロダイン方式に比

べて，DUT（Device Under the Test：被測定物）の複素振幅比の測定が容易にできるよ

うになった．またMMIC化された SPCを用いて VNAの開発を行い [2]，装置の小型化

や実用化に向けて取り組んでいる．さらに複素振幅比が容易に測定できるため，SPC技

術の応用として電波到来方向の推定 [3] や，ドップラー効果を用いた超低速度測定 [4] など

を提案し，その可能性について実証してきた．

研究室では SPC の技術応用として微小変位測定 [5][6] についても検討してきた．微小

変位測定ができれば，山間の土砂崩れの恐れのある斜面に対して，土砂崩れ前に生じる土

砂の微小な変動をとらえて事故の発生を予知できると考えている．またタンカー船が波の

揺れによって生じるタンク内の液体の共振現象を原因とした転覆事故に対するモニタリン

グに使えると考えている．

一方近年，東北地方太平洋沖地震を原因とした大震災を受け，国全体で防災に対する意

識が高まっている．地震の発生をモニタリングするシステムは既に多く導入されている

が，検討してきた微小変位測定も適用できると考えている．適用方法としては，地盤の微

小な変動をモニタリングするシステムを考えている．このシステムで地震発生前の通常と

は異なる地盤の変位を観測することが期待できる．
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1.2 研究の目的と概要

本研究では，MMIC化された SPCを用いて微小変位測定装置を開発し，装置の測定性

能を評価する事を目的とした．

装置のコアとなるMMIC化された SPCはアバゴ（株）の技術者と共同設計したもので

ある．これと自作した ADコンバータ回路やスイッチ制御回路，高周波コンポーネントを

組み合わせた小型装置を開発する．さらに，測定をリアルタイムにモニタリングができ，

データの解析がしやすいように新たに測定用のソフトウェアを開発する．また装置のキャ

リブレーションは従来のキャリブレーション方法 [7][8] とは異なる本装置に適した新たな

キャリブレーション方法を用いている．

評価方法は，高精度な一次元自動ステージを用いて任意の移動量に対して測定を行い，

実測値と理論値の比較をする．また測定範囲を変えた時の，測定精度を考察する．測定結

果に対して誤差要因を提示し，その改善策とその結果についても報告する．
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第 2章

微小変位測定の原理

図 2.1 微小変位測定のモデル図

微小変位測定のモデルを図 2.1に示す．これは一方のアンテナから電波を微小変位する

物体 (変動量 ∆d = d2 − d1[m])へ送信 (周波数 f [Hz]，周期 T [s])し，その反射波をもう

一方のアンテナで受信する．システムは受信した電波を SPCに入力して位相差の変動量

(∆θ = θ2 − θ1[rad])を算出している．

∆dの導出手順は以下のとおりである．基準面 (Reference Plane: d = 0)からの送信波

(a1Tx，a2Tx）が d = d1，d2 のそれぞれの位置で物体 (Object)に照射して，物体から反

射した反射波 (a1Rx，a2Rx）が基準面までに到達する時間差∆tは

∆t =
2

c
∆d (2.1)



第 2章 微小変位測定の原理 6

である．ここで c[m/s]は光速である．一方，∆tと∆θ の関係は T を用いて

∆t =
T∆θ

2π
(2.2)

で与えられる．式 (2.1)，(2.2)，T =
1

f
より ∆dは

∆d =
c×∆θ

4πf
(2.3)

従って各測定点の位相差 θ を求められれば，∆dを求めることができる．本研究では θ を

求める為のデバイスとして SPCが用いられている．SPCは 2つの信号の複素振幅比W

を求めることができる．この W の偏角 θ = Arg(W ) が求めたい位相差である．詳しい

W の算出方法については 4.1節で述べる．
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第 3章

6ポートコリレータ

図 3.1 SPCのモデル

図 3.1に SPCのモデルを示す．SPCは，2つの入力ポートに入る波の複素振幅比を 4

つの出力ポートの出力電力から測定する線形回路システムである．P1 から入る波 a1 を

基準波，P2から入る波 a2 を測定波として，基準波と測定波の複素振幅比W を次のよう

に定義する．
複素振幅比 : W ≡ a2

a1
(3.1)

システムが線形であると仮定すると，SPCの出力ポートから出力される波の複素振幅

bi（i = 3, 4, 5, 6）は，入力ポート 1，2から入る波の複素振幅 a1，a2 の重ね合わせとし

て次のように記述できる．ただし，Γ i は出力ポートに取り付けた電力計の複素反射係数，

Sjk はシステムの Sパラメータを表す．
b3 = S31a1 + S32a2 + S33Γ3b3 + S34Γ4b4 + S35Γ3b5 + S36Γ3b6

b4 = S41a1 + S42a2 + S43Γ3b3 + S44Γ4b4 + S45Γ3b5 + S46Γ4b6

b5 = S51a1 + S52a2 + S53Γ3b3 + S54Γ4b4 + S55Γ3b5 + S56Γ5b6

b6 = S61a1 + S62a2 + S63Γ3b3 + S64Γ4b4 + S65Γ3b5 + S66Γ6b6

(3.2)
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これを変形し，出力波 bi について解くと次のように表せられる．
b3
b4
b5
b6

 =


1− S33Γ3 −S34Γ4 −S35Γ5 −S36Γ6

S43Γ3 1− S44Γ4 −S45Γ5 −S46Γ6

S53Γ3 −S54Γ4 1− S55Γ5 −S56Γ6

S63Γ3 −S64Γ4 −S65Γ5 1− S66Γ6


−1 

S31 S32

S41 S42

S51 S52

S61 S62

[
a1
a2

]
(3.3)

よって，Γi と Sjk を SPC固有の複素定数として Ai と Bi にまとめると，出力波 bi は入

力波 a1 と a2 の線形結合で次のように表せられる．

bi = Aia2 +Bia1 (i = 3, 4, 5, 6) (3.4)

このとき，各出力ポートに接続された電力計で測定される出力電力 Pi は，それぞれの電

力計の変換係数を αi とすると次のように表せられる．

ポート電力 : Pi = αi |Aia2 +Bia1|2 (3.5)

次に，基準波の振幅変動が測定結果に影響を与えないようにするため，正規化用ポート

hのポート電力 Ph によって他のポート電力 Pi を正規化する．

hPi ≡
Pi

Ph
=

αi |Aia2 +Bia1|2

αh |Aha2 +Bha1|2

=
αi|a1|2|Bi|2

∣∣∣Ai

Bi

a2

a1
+ 1

∣∣∣2
αh|a1|2|Bh|2

∣∣∣Ah

Bh

a2

a1
+ 1

∣∣∣2
=

αi|Bi|2

αi|Bh|2
|tiW + 1|2

|thW + 1|2

= hTi
|tiW + 1|2

|thW + 1|2
(3.6)

(h, i = 3, 4, 5, 6 and h ̸= i)

これをポート電力比と定義する．ここで hTi は実数システムパラメータ比，ti は複素シス

テムパラメータと定義し，次のようにおいた．
hTi ≡

αi|Bi|2

αi|Bh|2
(h, i = 3, 4, 5, 6 and h ̸= i)

ti ≡
Ai

Bi
(i = 3, 4, 5, 6)

(3.7)

これらのシステムパラメータは，SPCのハードウェアの構造と周波数に依存するパラ

メータであり，W を測定する前にあらかじめ決定しておく必要がある．システムパラ

メータを決定する事を「同定」と定義しする．積分法 [9] など様々な方法が提案されてい

るが，本研究では，測定に使用するアンテナと自動ステージ，反射板から構成される治具

を使用する．式 (3.6)の展開については 4.1節で述べる．



9

第 4章

6ポートコリレータを用いた測定

図 4.1 SPCを用いた微小変位測定装置のモデル

図 4.1に SPCを用いた微小変位測定装置のモデルを示す．これは本研究室で開発され

た SPC型 VNA[2] と類似した構成である．SPC型 VNAではフル 2ポート測定のために

テストセットを用いて線路の切り替えを必要としたが，本装置では必要が無いため，その

点で大きく異なる．本論文で述べる SPC を用いた微小変位測定装置は大きく分けると，

システムのコアである SPC，電力検出部，測定対象物に電波を送信し，その反射波を受信

するアンテナ，P2に入力する信号をゼロ（a2=0）に切り替えるスイッチ，発振器（CW

10 GHz），電力分配器から構成されている．

発振器の出力信号は電力分配器に二つに分けられ，一方は基準波として SPCの P1に

入力される．もう片方はアンテナから測定対象物へ送信され，その反射を受信用アンテナ

で受信して，測定波として P2に入力される．
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4.1 複素振幅比W の測定

微小変位測定で求めたい位相差 θ は，図 4.1の装置を用いて複素振幅比W の偏角から

求められる．この節ではW の算出方法について述べる．

まず，SPCの P1，P2に入力される信号 a1，a2 はそれぞれ次の式で表せられる．

a1 = τ1bg (4.1)

a2 = τ2(W +X)bg (4.2)

τ1 :ポート Gから P1までの伝達係数

τ2 :ポート Gから P10、および P20から P2までの伝達係数

X : 送受信アンテナ間の漏れ込み波

よって、このときの出力ポート i（i = 3, 4, 5, 6）からの出力電力は式 (3.5)より次のよ

うに表せられる．

Pi = αi |Aia2 +Bia1|2

= αi |Aiτ2(W +X)bg +Biτ1bg|2

= αi|bg|2 |Aiτ2W +Aiτ2X +Biτ1|2

= αi|bg|2|Aiτ2X +Biτ1|2
∣∣∣∣ Aiτ2
Aiτ2X +Biτ1

W + 1

∣∣∣∣2 (4.3)

正規化用ポート hのポート電力 Ph として，他のポート電力 Pi を正規化したときのポー

ト電力比は次のように表せられる．

hPi =
αi|bg|2|Aiτ2X +Biτ1|2

∣∣∣ Aiτ2
Aiτ2X+Biτ1

W + 1
∣∣∣2

αh|bg|2|Ahτ2X +Bhτ1|2
∣∣∣ Ahτ2
Ahτ2X+Bhτ1

W + 1
∣∣∣2

= hTi
αi |Bi|2

αh |Bh|2
|tiW + 1|2

|thW + 1|2
(4.4)

このとき，実数システムパラメータ hTi と複素システムパラメータ ti は次のようにお

いた． 
hTi ≡

∣∣∣Ai

Bi
τ2X + τ1

∣∣∣2∣∣∣Ah

Bh
τ2X + τ1

∣∣∣2 (h, i = 3, 4, 5, 6 and h ̸= i)

ti ≡
Aiτ2

Aiτ2X +Biτ1
(i = 3, 4, 5, 6)

(4.5)
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図 4.2 基準ポート電力測定時のモデル

図 4.2のように，SW1，SW2のスイッチの切り替えによってポート 2に終端が接続さ

れたとき (a2=0）に測定される電力，基準ポート電力 Pir は次のように表せられる．

基準ポート電力 : Pir ≡ Pi|a2=0

= αi|Bia1|2

= αi|Biτ1bg|2 (4.6)

そして，正規化用ポート hでポート iの基準ポート電力を正規化したもの hPir は次のよ

うに表せられる．

hPir ≡
Pir

Phr
=

αi|Bi|2

αh|Bh|2
(4.7)

よって，ポート電力比の式 (4.4)は次のように表せられる．

hPi = hTihPir
|tiW + 1|2

|thW + 1|2
(4.8)

この式は 3章の式 (3.6)と同じような形である．さらに式 (4.4)を変形すると次のように

表せられる．(h, i = 3, 4, 5, 6 and h ̸= i)

hPi

hPir
− hTi =

(
|ti|2hTi − |th|2 hPi

hPir

)
|W |2

+

(
tihTi − th

hPi

hPir

)
W

+

(
t∗i hTi − t∗h

hPi

hPir

)
W ∗ (4.9)
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ここで，Li，Qi，zi を次のようにおく．

Li =
hPi

hPir
− hTi

Qi = |ti|2hTi − |th|2 hPi

hPir

zi = tihTi − th
hPi

hPir

(4.10)

すると式 (4.9)は次のように書ける．

Li = Qi|W |2 + ziW + z∗i W
∗ (4.11)

これを以下のように変形する．

LiQi + |zi|2

Q2
i

=

∣∣∣∣W +
z∗i
Qi

∣∣∣∣2 (4.12)

さらに 
Ri =

√
LiQi + |zi|2

Q2
i

(半径)

qi = − z∗i
Qi

(中心)

(4.13)

とおくと，

Ri = |W − qi| (4.14)

という，半径が Ri で中心が qi のW 平面（複素数平面）上の円を表す式となる．

そして h, i = 3, 4, 5, 6 and h ̸= iなので，この円はW 平面上に各 iに対応して 3つ存

在する．よってこれらの 3円の交点を求めることによりW を決定できる．

式 (4.4)のように正規化をすると，発振器の出力波 bg が式から消去され，発振器の出力

変動が測定結果に影響を与えなくなることが分かる．これは SPCの重要な利点である．

W の測定に必要なデータをまとめると以下の通りである．

• hTi : 実数システムパラメータ

• ti : 複素システムパラメータ

• Pi : ポート電力

• Pir : 基準ポート電力
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4.1.1 W の線形解

h = 4，i = 3, 5, 6 とすると式 (4.11) より，W の線形解を与える次の方程式が得ら

れる． Q3 z3 z∗3
Q5 z5 z∗5
Q6 z6 z∗6

|W |2
W
W ∗

 =

L3

L5

L6

 (4.15)

これをクラーメルの公式を用いてW について解くと次のように表せられる．

W =

∣∣∣∣∣∣
Q3 L4 z∗3
Q5 L5 z∗5
Q6 L6 z∗6

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
Q3 z3 z∗3
Q5 z5 z∗5
Q6 z6 z∗6

∣∣∣∣∣∣
=

∣∣∣∣∣∣∣
|t3|24T3 − |t4|2 4P3

4P3r

4P3

4P3r
− 4T3 t∗34T3 − t∗4

4P3

4P3r

|t5|24T5 − |t4|2 4P5

4P5r

4P5

4P5r
− 4T5 t∗54T5 − t∗4

4P5

4P5r

|t6|24T6 − |t4|2 4P6

4P6r

4P6

4P6r
− 4T6 t∗64T6 − t∗4

4P6

4P6r

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
|t3|24T3 − |t4|2 4P3

4P3r
t34T3 − t4 4P3

4P3r
t∗34T3 − t∗4

4P3

4P3r

|t5|24T5 − |t4|2 4P5

4P5r
t54T5 − t4 4P5

4P5r
t∗54T5 − t∗4

4P5

4P5r

|t6|24T6 − |t4|2 4P6

4P6r
t64T6 − t4 4P6

4P6r
t∗64T6 − t∗4

4P6

4P6r

∣∣∣∣∣∣∣
(4.16)

これは図 4.3に示すように，W 平面上の i（i = 3, 5, 6）に対応する式 (4.14)の 3円の

交点を，根心として求めることと等価である．実際のシステムでは測定誤差などにより 3

円が 1点で交わることは少ないが，根心を使用するとそのようなときでもほとんどの場合

で一意な解を求められる．

図 4.3 円と根心を用いたW の解
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4.2 システムパラメータの同定

図 4.4 実数システムパラメータ同定のためのポート電力測定

図 4.4のように測定対象物が無い（W = 0）ときのポート電力 Pis とポート電力比 hPis

は次のように表せられる．

Pis ≡ αi|Bi|2|bg|2
∣∣∣∣Ai

Bi
τ2X + τ1

∣∣∣∣2 (4.17)

hPis ≡
Pis

Phs
=

αi|Bi|2
∣∣∣Ai

Bi
τ2X + τ1

∣∣∣2
αh|Bh|2

∣∣∣Ah

Bh
τ2X + τ1

∣∣∣2
=

αi|Bi|2

αh|Bh|2
hTi

= hPirhTi (4.18)

(h, i = 3, 4, 5, 6 and h ̸= i)

この式を導出するには暗室で図 4.4の測定を行わなければならない．しかし実際の測定現

場では，周囲の環境によって漏れ込みの信号に変化が生じて，システムパラメータの値が

変化してしまう．本論文の測定結果においては，hPis を図 4.5のように P10と P20に整

合終端を接続した時の測定値を用いることにした．X に関しては，SPCの P1から P2に

相互結合によって透過した信号が P20までの同軸ケーブルなどから生じる反射成分とし

て式 (4.18)に適応することにする．また 7.3節で，X を物理的に打ち消す方法の導入と

測定結果を述べる．この方法であれば，測定現場で簡単に漏れ込み波を打ち消すことが可

能である．
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図 4.5 整合終端を接続した時のポート電力測定

4.2.1 実数システムパラメータ hTi

実数システムパラメータは，式 (4.18)より次のように求められる．

hTi =
hPis

hPir
=

Pis/Phs

Pir/Phr
(4.19)

よって，実数システムパラメータ hTi を求めるには

• Pis : P10，P20整合終端をつないだときのポート電力

• Pir : 基準ポート電力

が必要となる．

4.2.2 複素システムパラメータ ti

式 (4.3)のポート電力を，P10，P20整合終端を接続したときのポート電力の式 (4.17)

で正規化すると次のように表せられる．

Pis ≡
Pi

Pis
= |tiW + 1|2 (4.20)

n番の標準器を接続したとして，P
(n)
is ≡ P

(n)
i

Pis
とおいて変形すると次のようになる．

Pis
(n)∣∣W (n)
∣∣2 =

∣∣∣∣ti + 1

W (n)

∣∣∣∣2 (4.21)

(i = 3, 4, 5, 6, n = 1, 2, 3)
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さらに 
Rin =

√
P

(n)
is

|W (n)|
(半径)

qin = − 1

W (n)
(中心)

(4.22)

とおくと，式 (4.21)は

Rin = |ti − qin| (4.23)

という，中心が qin で半径が Rin の複素数平面上の円の式で表せられる．これは，ポー

ト i の複素システムパラメータである ti 平面上において，3 つの標準器 S パラメータ

W (n) (n = 1, 2, 3)にそれぞれ対応する 3つの円を表しているので，これらの 3円の交点

を求めることにより ti を決定できる．

よって，複素システムパラメータ ti を求めるには

• Pis : P10，P20に整合終端をつないだときのポート電力

• P
(n)
i : 3つの標準器を DUTポートにつないだときのそれぞれのポート電力

• W (n) : 3つの標準器を基準となる VNA（市販品など）で測定した Sパラメータ

（n = 1, 2, 3）

が必要である．

複素システムパラメータ ti の線形解

式 (4.20)を複素システムパラメータ ti を未知数とする線型方程式に書き換える．

P
(n)
is =

∣∣∣tiW (n) + 1
∣∣∣2 = 1 + |ti|2|W (n)|2 + tiW

(n) + t∗iW
(n)∗ (n = 1, 2, 3) (4.24)

|W (1)|2 W (1) W (1)∗

|W (2)|2 W (2) W (2)∗

|W (3)|2 W (3) W (3)∗

|ti|2ti
t∗i

 =

P
(1)
is − 1

P
(2)
is − 1

P
(3)
is − 1

 (4.25)

ti =

∣∣∣∣∣∣∣∣
|W (1)|2 P

(1)
is − 1 W (1)∗

|W (2)|2 P
(2)
is − 1 W (2)∗

|W (3)|2 P
(3)
is − 1 W (3)∗

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
|W (1)|2 W (1) W (1)∗

|W (2)|2 W (2) W (2)∗

|W (3)|2 W (3) W (3)∗

∣∣∣∣∣∣
(4.26)

4.1.1節と同様に，これは ti 平面上のW (n)（n = 1, 2, 3）に対応する 3円の交点を根

心として求めることと等価である．実際のシステムでは測定誤差などにより 3 円が 1 点
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で交わることは少ないが，根心を使用するとそのようなときでもほとんどの場合で一意な

解を求められる．
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第 5章

製作した微小変位測定装置

5.1 システムの配置

図 5.1 微小変位測定装置のブロック配置図

本研究で試作した微小変位装置の筐体内部のブロック配置図を図 5.1，筐体内部の写真

を図 5.2，5.3 に示す．このシステムは電源ユニットと，測定装置に分かれている．測定

装置はW 250× D 280× H 66 mmである．電源ユニットは AC100 Vから電源を供給

し，安定な直流電圧を出力している．電源ユニットと，測定装置は丸型コネクタで接続さ

れており，1ピンから +5 V，+12 V，-12 V，グランド，+30 Vが出力されている．測

定装置の電源フィルタ，DCコンバータは直流電圧を整流，フィルタリングして，各デバ

イスに供給している．+5 V は主に AD 変換回路の ADC の電源やリファレンス，マイ

コンの電源に供給している．±12 Vは AD変換回路のオペアンプ，小型発振器の電源に

供給している．+30 Vはテーブル作成時や，基準ポート電力を測定する為に使用する機

械スイッチの切り替えのために供給されている．測定装置のその他の外部ポートとして，
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USB-Aメスポートがパネルに取り付けられており，AD変換回路と PC間の通信を行う

ために用いられている．N型コネクタはフレキシブルケーブルを通してアンテナに接続さ

れている．3.5 mm コネクタは節で説明する電圧-電力変換テーブル作成時に既製品の外

部発振器を接続する為に取り付けられている．

図 5.2 微小変位測定装置:筐体内部の写真 1

図 5.3 微小変位測定装置:筐体内部の写真 2
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5.2 測定器の構成

図 5.4 微小変位測定装置の構成

微小変位測定装置の構成を図 5.4に示す．第 4章で述べた構成を基本としたつくりであ

る．アバゴテクノロジー株式会社の技術者により SPCとダイオードディテクタが一体化

されたMMIC（6～18 GHz対応）をコアとして，基準ポート電力測定用スイッチ，小型

発振器，アイソレータなどの高周波部品が搭載されている．

MMIC化された SPC(MMIC-SPC)のダイオードディテクタによって直流電圧となっ

た出力は，差動増幅アンプで増幅され，ADコンバータによってデジタル信号に変換され

る．PC上では自作した専用のソフトウェアによって，ADコンバータや機械スイッチな

どの制御，取得した電圧からシステムパラメータの同定や変位の計算を行っている．
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5.3 MMIC6ポートコリレータ

図 5.5 MMIC-SPC 本体 (AMMP-1010

Version 1.2) 図 5.6 MMIC-SPCの内部構造

表 5.1 MMIC-SPCの仕様 (AMMP1010 Version 1.2)

パラメータ 値

対応周波数 6～18 GHz

周波数平坦度 ±2 dB

最高検出電力 +20 dBm

ダイナミックレンジ 30 dB

高周波ポートリターンロス 10 dB

ディテクタバイアス電圧 5 V

消費電流 8 mA

MMIC-SPCの外観と構造を図 5.5，5.6に，仕様を表 5.1に示す．MMIC-SPCは 4つ

の 90°ハイブリッドと，温度補償用を加えた 5つのダイオードディテクタから構成され

ている．P1と P2に入力された電力波は，これら 4つの 90°ハイブリッドによって合成

されて，ダイオドーディテクタによって直流電圧として P3～P6に出力される．このとき

各ポート出力は複素振幅比に関するそれぞれ異なる情報を持っているため，最終的に数値

処理することで複素振幅比が求められる．また温度補償用のダイオードディテクタによ

り，各ポートの出力との差分を取ることでディテクタの温度特性の補償を行うことが可能

である．
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5.4 小型発振器

図 5.7 使用した小型発振器

表 5.2 小型発振器の仕様 (Resotech社サイトより)

パラメータ 値

周波数 10 GHz

出力レベル 12 dB min.

出力レベル精度 (0～60度) ±0.6 dBm max.

出力レベル精度 (-30～70度) +1.3/-1.0 dBm max.

位相雑音 -110 dBc/Hz @100 kHz

スプリアス -80 dBc

電源電圧 +15±1 or +12±1 V

消費電流 75 mA

Resotech社の小型発振器 (PLDRO-10000IO)を使用した．外観を図 5.7，仕様を表 5.2

に示す．電源に電圧を印加することにより連続的に信号を出力し続ける仕様である．動作

中は高温となるため，発振器と接触しているケース内の金属板が放熱板として働くので，

測定中は測定装置内部の温度は実験環境周辺よりも高温である．特に実験中はこの温度上

昇によるドリフトの影響があるため，測定装置の電源を投下後，温度が均一になるまで待

機させた方が良い．

また小型発振器の周波数特性をスペクトルアナライザー (Agilent，E4440A)で測定し

た結果を図 5.8示す．基準波の 10 GHzで約 15 dBm出力されている以外に 20 GHzで

約-18 dBmの高調波成分が出力されていることを確認した．MMIC-SPCの P1に入力さ

れる信号は方向性結合器によって発振器出力を 20 dB落としているため，20 GHzの高調

波成分はノイズレベルとみなし，フィルタなどを通さずに使用することにした．また P2
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に入力される信号も空間中や測定対象物による減衰があるため，同じようにそのまま入力

させることにした．

　図 5.9は 10 GHzの信号成分周辺を拡大した周波数特性である．中心周波数は 10 GHz

から約 48 kHzシフトし，帯域幅は約 29 kHzであった．プログラム上で周波数を 10 GHz

として変位を求める場合，1 mmの変位当たり約 4.7 nmの誤差が生じることになる．

図 5.8 小型発信器の周波数特性

図 5.9 10 GHz周辺の周波数特性
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5.5 アンテナ

図 5.10 使用したホーンアンテナ

表 5.3 アンテナの仕様 (ATM社サイトより)

パラメータ 値

周波数 8.2～12.4 GHz

ゲイン 10 dB

3 dBビーム幅　 E面 48.5◦

3 dBビーム幅　 H面 47.4◦

開口面 幅 1.58 In

回構面 高さ 1.15 In

ホーン長さ 2.01 In

試作器に使用したアンテナは，Advanced Technical Materials 社のゲインホーンアン

テナWR-90及び，同軸-N型コネクタ変換を使用した．図 5.10に測定に使用したホーン

アンテナの写真，表 5.3に仕様をを示す．測定に使用する際，アンテナの送受信間距離は

放射電界のパターンが距離によって変化しないフラウンホーファ領域（遠方領域）内であ

ることが好ましい．フラウンホーファ領域と送受信間距離によって放射電界のパターンが

変化するフレネル領域（近傍領域）の境界を決める式は以下のように示される．

R =
2D2

λ
(5.1)

ただし R はアンテナ開口面の中心からの距離，Dはアンテナ開口面の実効的な最大寸法

である．使用したアンテナはD=40.1 mm(1.58 In)なので，R=107.4 mmである．実際

の測定では送信アンテナ-測定対象物-受信アンテナ間距離をこの距離より大きくして測定

しなければならない．
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5.6 AD変換回路，制御回路

図 5.11 AD変換回路，制御回路の基板

製作した AD 変換回路，制御回路基板の写真を図 5.11 に示す．この基板上には

MMIC-SPC から出力される直流電圧を信号処理するために OP アンプ (LT1167)，

ADC(AD7714)，マイコン (Atmega88A)や，機械スイッチの切り替えを行うためのトラ

ンジスタが実装されている．

　 AD7714は 24bit分解能の ∆ − Σ型 ADCである．最大 6ch入力が可能であるため，

ワンチップでMMIC-SPCの出力を処理することが可能である．ICソケットを使用する

ことで取り外し可能な DIP型であるため，故障時の取り換えが容易である．またプログ

ラマブル ADCであるため，AD変換速度を～1 kHzまでの範囲で可変できる．そのため

測定精度を重視するか，サンプリング数を多くするかの測定のニーズに応じてトレードオ

フにユーザーが自在に設定を変更することができる．

　マイコンは PCからシリアル通信 (USART)を通してコマンドを受け付け，AD変換を

開始し，測定値を PCに返す働きの他，機械スイッチの切り替えに用いるトランジスタに

デジタル信号を出力する働きを持っている．
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5.7 ソフトウェア

測定用のソフトウェアを Visual C# .net 2010で開発した．このソフトは 2013年 1月

現在で開発途中であり，複素振幅比（振幅比，位相差）はリアルタイムに表示，csv形式

でファイル保存が可能である．変位の導出は現在のところ未実装で，測定後に csvファイ

ル内のデータから計算して求めている．

図 5.12～5.16 は開発したソフトウェアのユーザーインターフェイスである．ソフト

ウェア名は「MDSmeasure」である．ソフト起動時に図 5.12が開き，システムパラメー

タ，電圧-電力変換テーブル，COMポートの参照先を指定することができる．セッティン

グフォームの OKボタンを押すことでメインフォームに切り替わる．再度，設定を変更し

たい場合にはメインフォーム上の設定タブから，システムパラメータの設定もしくは，接

続先ポート設定よりセッティングフォームを開くことが可能である．また設定タブ内には

第 6章で述べる図 5.14の電圧-電力変換テーブルの作成，図 5.16のシステムパラメータ

の計算を実行するツールがある．

メインフォームのグラフ上には測定された振幅比と位相差が表示されるようになってい

る．自動ステージの連動はシグマ光機社製 1軸自動ステージ (SGSP20-35)と同期してお

り，指定したステップ幅でステージが動くようになっている．連動させた場合，ソフト

ウェアではステージが移動した毎に測定装置からデータを受けとり，グラフ上に反映させ

ている．

図 5.12 セッティングフォーム
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図 5.13 メインフォーム

図 5.14 テーブル作成用フォーム
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図 5.15 ポート電力測定用フォーム

図 5.16 システムパラメータ計算用フォーム
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5.8 測定ステージ

図 5.17 はアンテナと測定対象物の間の距離を変える為に使用したステージである．

土台となる大きなステージは MERCURY MOTOR 社製のステッピングモータ（ST-

42BYG0506H）と自作のコントローラで 35 mm単位で測定対象物を移動させることがで

きる．一方小型のシグマ光機社製自動ステージは最大の移動範囲が 35 mm しかないが，

最小単位移動量は 1 µmである．この 2つのステージを用いることで最小で数 µmの単位

移動量を精度よく実現しつつ，アンテナ，測定対象物間の距離を 150～最大 400 mm程度

と大きいダイナミックレンジで実験を行える．

図 5.17 測定用ステージの写真
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第 6章

測定の流れ

6.1 電圧-電力変換テーブルの作成

図 6.1 電圧-電力変換テーブル作成時の結線

ソフトウェア上でMMIC-SPCの各ポート出力からの電圧を電力に変換するために，電

圧-電力変換テーブルを作成しなければならない．電圧-電力変換テーブルを作成する為に

は，MMIC-SPCの入力ポートに電力値が既知である信号を入力した時に出力電圧を測定

し，その対照表を作成する必要がある．そのため出力レベルが一定であるシステム内部

の小型発振器は利用できないため，システムの結線を図 6.1のようにMMIC-SPCの P1

側にある機械スイッチを切り替えて，テーブル作成用ポートに接続し，外部発振器（例：

Agilent E8257D) を接続する．テーブル作成用ポートは筐体側面のパネルに 3.5 mm コ

ネクタとして取り付けられている．なお，自作ソフトウェアでは Agilent E8257Dでテー



第 6章 測定の流れ 31

図 6.2 電圧-電力変換テーブルの例

ブル作成を前提としているため，D-subコネクタケーブルの接続と COMポート指定がで

きていれば簡単に測定できる．図 6.2 は電圧-電力変換テーブルをグラフ化した一例であ

る．MMIC-SPCや，その他のアナログ回路はドリフトの影響があるため，装置起動直後

と，しばらく時間が経過した後では同じ大きさの電力を入力したとしても出力電圧が異な

り，テーブル作成結果も異なってしまう．そのため電圧-電力変換テーブルを作成すると

きには装置を起動後，筐体内部の温度が十分に安定した後に測定する必要がある．

入力する電力の大きさの刻み幅は離散であるため，各出力ポートの電圧値も離散でしか

取得できない．そのため実際の測定で得られる電圧値は通常，テーブル上の値とは一致し

ないので，線形補間して電力値を算出する．電力値の刻み幅は作成者が任意に決められる

が，この刻み幅が小さいほど変位測定時に正確な電力値の算出ができる．
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6.2 システムパラメータの同定

求めたいシステムパラメータは 4.2 節で述べたように 3 つの実数システムパラメータ

4T3，4T5，4T6 と 4つの複素システムパラメータ t3，t4，t5，t6 である．Pis を測定する

ために使用する整合終端器を図 6.3 に示す．あらかじめ既製品の VNA で S パラメータ

(S21）を測定しておく必要のある標準器として，5.8節で述べたステージを用いる．アン

テナ-反射板（アルミ板，厚さ 2 mm）間の距離が異なる 3点で Sパラメータ，ポート電

力を測定する．なおアンテナ-反射板距離の異なる 3点は，システムパラメータ同定時の

複素平面上の円配置のバランスが良くなるように，相対的に位相差がそれぞれ 120◦ 異な

るように設定した．(本研究では利用している信号の波長が 3 cmで，また反射板の往復が

あるため，5 cm単位でアンテナ-反射板距離を変えて測定した．）

従来は長さの違う 3つのスルーを用いて求めていた [7][8] が，本研究ではこのようにす

ることで測定に使用するアンテナまでをシステムパラメータでキャリブレーションされる

ので，より正確なキャリブレーション結果が得られると期待される．

自作のソフトウェアでシステムパラメータを求める為に以下の測定をしたファイルデー

タが必要である．

• アンテナ-反射板間距離の異なる 3つのポート電力

• アンテナ-反射板間距離の異なる 3つの Sパラメータ（S21）

• P10，P20に整合終端器を接続した時のポート電力

• 基準ポート電力

図 6.3 システムパラメータ同定時に使用する整合終端器
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6.3 複素振幅比の測定

図 6.4 ソフトウェア上での複素振幅比の測定手順

セッティングフォーム上で電圧-電力変換テーブルファイル，システムパラメータのファ

イルを設定した後，フォーム上で以下の手順で複素振幅比が測定できる．

測定対象物が自動ステージ（SGSP20-35）で変位を制御したい場合，図 6.4 上の 1 の

チェックボックスにチェックを入れ，2の単位移動量，3のグラフ上に表示したいプロッ

ト点数を入力する．

続いて繰り返し測定をするかのチェックをする．ここでチェックを入れなければ 3で入

力した数値分だけ測定して自動的に終了する．チェックを入れた場合は 3で入力した数値

は無視され，無限に測定を繰り返す．なおこのチェックボックスにチェックを入れた場合

には測定結果をファイル出力することはできない．

以上の測定条件の入力後，5の基準ポート電力測定のボタンを押して，基準ポート電力

を測定する．測定完了後，再び基準ポート電力を測定した場合は古いデータは上書きさ

れる．

6 の測定ボタンは基準ポート電力を最低一回測定しない限りは，実行できないように

なっている．測定ボタンを実行後，設定した測定条件を基に測定を開始し，測定結果をグ

ラフ上にリアルタイムでプロットされる．繰り返し測定を選択していない場合は，3で入

力した数値分だけ測定して終了する．測定後再び測定ボタンを実行することで測定は可能

である．繰り返し測定を選択している場合には，測定が永遠に続けられるが，測定ボタン

の表示が中止と切り替わっているので，測定を止めたい場合は，中止ボタンを実行するこ

とで強制終了できる．
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第 7章

実 験

7.1 微小変位測定

測定対象物として縦 200 mm，横 300 mm，厚さ 2 mmのアルミ板を用い，5.8節で述

べたステージを用いて 100 µm移動した毎に位相差を測定し，変位を求めた．測定範囲は

アンテナ-アルミ板間距離の初期位置を 150 mmとし，360 mmまでの全長 210 mm区間

を測定した．なお，精密自動ステージ (SPSG20-35)は可動長が 35 mmなので，35 mm

毎に測定区間を分けて測定した．

　図 7.1～7.12にはそれぞれの測定区間で測定した複素振幅比と変位を示す．全測定区間

において，測定された変位量が実際に動かした移動量に沿っていることを確認した．複素

振幅比に着目してみると，振幅比が周期的に変動していることが確認された．これは定在

波や漏れ込み波によるものと考えられる．

　 100 µm 毎の変位量に着目してみると，小刻みにノイズが表れていることがよく分か

る．これは自作の AD変換回路の測定精度や，周辺環境から起因する振動でアルミ板が微

小に揺れた影響と考えられる．その他に，測定システム全体で主な測定誤差の要因として

以下のものが考えられる．

• システムパラメータの同定精度
• アルミ板以外の物体に電波が照射し多重反射した電波を受信した影響
• 送受信アンテナ間の漏れ込み波
• MMIC-SPC内のダイオードディテクタの温度特性

特に距離が遠くなることで周期的な誤差が大きくなっているが，測定環境周辺にある物体

による多重反射の影響と考えられる．次の節でこの誤差についてさらに検証した結果を述

べる．
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図 7.1 アンテナ-アルミ板間距離 150～185 mmの振幅比，位相差の測定結果

図 7.2 アンテナ-アルミ板間距離 150～185 mmの変位測定結果
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図 7.3 アンテナ-アルミ板間距離 185～220 mmの振幅比，位相差の測定結果

図 7.4 アンテナ-アルミ板間距離 185～220 mmの変位測定結果
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図 7.5 アンテナ-アルミ板間距離 220～255 mmの振幅比，位相差の測定結果

図 7.6 アンテナ-アルミ板間距離 220～255 mmの変位測定結果
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図 7.7 アンテナ-アルミ板間距離 255～290 mmの振幅比，位相差の測定結果

図 7.8 アンテナ-アルミ板間距離 255～290 mmの変位測定結果
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図 7.9 アンテナ-アルミ板間距離 290～325 mmの振幅比，位相差の測定結果

図 7.10 アンテナ-アルミ板間距離 290～325 mmの変位測定結果
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図 7.11 アンテナ-アルミ板間距離 325～360 mmの振幅比，位相差の測定結果

図 7.12 アンテナ-アルミ板間距離 325～360 mmの変位測定結果
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7.2 電波吸収体を配置した時の微小変位測定

測定の誤差要因の一つである測定環境周辺で電波の多重反射に対して，電波吸収体を

測定対象物の周辺に配置し，影響を抑えることにした．測定対象物を縦 200mm，横 300

mm，厚さ 2 mm のアルミ板とし，5.8 節で述べたステージを用いて 1 mm 移動した毎

に位相差を測定し，変位を求めた．測定範囲はアンテナ-アルミ板間距離の初期位置を

150 mmとし，360 mmまでの全長 210 mm区間を測定した．なお，精密自動ステージ

(SPSG20-35)は可動長が 35 mmなので，測定結果は 35 mm毎に図に示す．

　図 7.13～7.24に複素振幅比と変位の測定結果を示す．アンテナ-アルミ板間の距離が近

い範囲では，電波吸収体を置かない結果とほとんど差は無かったが，距離が遠い範囲にお

いては，元々の誤差が最大で ±80% ほどあったのに対して，電波吸収体を置くことで最

大で ±50%の範囲以内に抑えることができた．これは測定対象物以外の物体に照射して

多重反射した電波が抑えられたからである．試作した装置に使用しているホーンアンテナ

は指向性が低いため，より指向性の高いアンテナを使用することで測定対象物のみに電波

を照射でき，電波吸収体を使用しなくても測定精度が改善できると考えられる．
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図 7.13 アンテナ-アルミ板間距離 150～185 mm の振幅比，位相差の測定結果 (単位

変位量 1 mm）

図 7.14 アンテナ-アルミ板間距離 150～185 mmの変位測定結果（単位変位量 1 mm）
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図 7.15 アンテナ-アルミ板間距離 185～220 mmの振幅比，位相差の測定結果（単位

変位量 1 mm）

図 7.16 アンテナ-アルミ板間距離 185～220 mmの変位測定結果（単位変位量 1 mm）
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図 7.17 アンテナ-アルミ板間距離 220～255 mmの振幅比，位相差の測定結果（単位

変位量 1 mm）

図 7.18 アンテナ-アルミ板間距離 220～255 mmの変位測定結果（単位変位量 1 mm）



第 7章 実 験 45

図 7.19 アンテナ-アルミ板間距離 255～290 mmの振幅比，位相差の測定結果（単位

変位量 1 mm）

図 7.20 アンテナ-アルミ板間距離 255～290 mmの変位測定結果（単位変位量 1 mm）
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図 7.21 アンテナ-アルミ板間距離 290～325 mmの振幅比，位相差の測定結果（単位

変位量 1 mm）

図 7.22 アンテナ-アルミ板間距離 290～325 mmの変位測定結果（単位変位量 1 mm）
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図 7.23 アンテナ-アルミ板間距離 325～360 mmの振幅比，位相差の測定結果（単位

変位量 1 mm）

図 7.24 アンテナ-アルミ板間距離 325～360 mmの変位測定結果（単位変位量 1 mm）
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7.3 漏れ込み波を打ち消すための機構と測定

誤差要因の一つである送受信アンテナ間の漏れ込み波を打ち消すために，図 7.25に示

す機構を導入し，構築した．Waka 社製のフェイズシフター (03X0488) と可変減衰器を

用いて，漏れ込み波と逆位相で出力レベルの同じ信号を作り出している．その信号と漏れ

込み波をパワーデバイダで合成し，漏れ込み波を相殺する．漏れ込み波を打ち消す機構を

用いた測定手順を以下に示す．

1. 測定対象物を取り外し，アンテナの前（30 cm程度）に電波吸収体を配置する．

2. 可変減衰器を適当な値（できれば漏れ込み波と同出力レベル）に設定する．

3. 自作のソフトウェアで測定しながらフェイズシフターの遅延量を変化させる．

4. 振幅比が極小となる遅延量を見つける．

5. 測定前に設定した減衰量の値を変えて，同様に遅延量を変化させ，振幅比の極小値

を探す．

6. 上の操作を何度か繰り返し，最も振幅比が小さかった，減衰量と遅延量の値を固定

する．

7. 測定対象物を取り付け，通常通りソフトウェアを操作して測定を開始する．

注意する点として，振幅比の極小値を探す際に，アンテナから送信される電波が電波吸収

体以外の物体に入射し，反射しないようにしなければならない．特に土台の方向に送信さ

れた電波が多重反射して受信アンテナに入射する可能性があるので注意する必要がある．

アンテナの土台からの高さはラボジャッキで可変できるので，なるべく高くしてから操作

を行った方が良い．

　図 7.26は機構を接続した時と接続していないときで，縦 200 mm，横 300 mm，厚さ

2 mm のアルミ板を用いてアンテナ-アルミ板間の距離を 150～185 mm の範囲で複素振

幅比を測定した軌跡の結果と，漏れ込み波のみを測定した結果である．この時のフェイズ

シフターの遅延量は 760 ps，可変減衰器の減衰量は 31 dBで設定されている．漏れ込み

波を打ち消したことによって，漏れ込み波のみの測定では，0点まで近づけることができ

た．同様にアルミ板の測定では，漏れ込み波によるオフセット分だけ軌跡をシフトさせる

ことができた．したがって，提案した機構は十分に漏れ込み波を打ち消す効果があると実

証できた．測定した位相を基に求めた変位の結果を図 7.27に示す．1 mm当たりの変位

の測定値を比較してみると周期的な誤差変動が抑えられていることが分かる．また誤差

の定量的な評価として，標準偏差を求めた．表 7.1は 150～360 mmの測定区間に対して

35 mm毎に分割して求めた標準偏差と，全区間に対して求めた標準偏差をまとめた表で

ある．漏れ込み波を打ち消したことで全区間で測定精度が改善した．150～360 mmの測

定区間ではおよそ平均で 48 µmの精度向上がみられた．図 7.28～7.39はこの標準偏差を

求める為に測定した各測定区間の複素振幅比と変位の結果を示している．
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図 7.25 漏れ込み波による誤差を打ち消す機構

図 7.26 漏れ込みを打ち消す機構を未接続と接続時における複素振幅比
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図 7.27 アンテナ-アルミ板間距離 150～185 mm の変位の測定結果（単位変位量 1

mm，漏れ込み波打消し前後の比較）

表 7.1 各測定区間の変位の標準偏差

標準偏差 [mm]

測定区間 [mm] before after

150-185 0.163 0.097

185-220 0.231 0.105

220-255 0.165 0.102

255-290 0.144 0.143

290-325 0.224 0.204

325-360 0.220 0.187

150-360 0.193 0.145
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図 7.28 アンテナ-アルミ板間距離 150～185 mm の振幅比，位相差の測定結果 (単位

変位量 1 mm）

図 7.29 アンテナ-アルミ板間距離 150～185 mmの変位測定結果（単位変位量 1 mm）
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図 7.30 アンテナ-アルミ板間距離 185～220 mmの振幅比，位相差の測定結果（単位

変位量 1 mm）

図 7.31 アンテナ-アルミ板間距離 185～220 mmの変位測定結果（単位変位量 1 mm）
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図 7.32 アンテナ-アルミ板間距離 220～255 mmの振幅比，位相差の測定結果（単位

変位量 1 mm）

図 7.33 アンテナ-アルミ板間距離 220～255 mmの変位測定結果（単位変位量 1 mm）
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図 7.34 アンテナ-アルミ板間距離 255～290 mmの振幅比，位相差の測定結果（単位

変位量 1 mm）

図 7.35 アンテナ-アルミ板間距離 255～290 mmの変位測定結果（単位変位量 1 mm）
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図 7.36 アンテナ-アルミ板間距離 290～325 mmの振幅比，位相差の測定結果（単位

変位量 1 mm）

図 7.37 アンテナ-アルミ板間距離 290～325 mmの変位測定結果（単位変位量 1 mm）
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図 7.38 アンテナ-アルミ板間距離 325～360 mmの振幅比，位相差の測定結果（単位

変位量 1 mm）

図 7.39 アンテナ-アルミ板間距離 325～360 mmの変位測定結果（単位変位量 1 mm）
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第 8章

結 論

SPCの測定技術の応用として，微小変位測定を提案し，試作器の開発を行った．MMIC

化された SPCと小型発振器などの高周波部品，自作の信号処理回路で試作器を構築した

ことによって，小型で明快なシステム構成を実現できた．システム構成が明快になったこ

とで，ソフトウェア上で精度の良い校正手法を実現し，高精度測定を目指したシステム開

発を可能にした．

　システムパラメータの同定においては，本システム体系に沿った簡易な新しい方法を提

案した．微小変位測定の実験では周期的な誤差変動が確認されたが，理論値に沿う形で変

位を測定することができた．周期的な誤差の要因の中には，システムパラメータの同定精

度が含まれていると考えられる．特にアンテナを用いたシステムは，定在波の影響がある

ため，本論文で採用したシステムパラメータの同定方法では定在波を含んだ校正が困難で

ある．より精度の良いシステムパラメータの同定が可能な積分法 [9] を採用し，測定精度

の改善を考察する必要がある．

　また電波吸収体を測定対象物の周辺に配置した実験では，測定対象物以外の物体による

多重反射が測定精度に影響を与えることを確認し，より指向性の高いアンテナを採用する

必要があると結論付けた．漏れ込み波を打消す機構を構築した実験では，送受信アンテナ

間の漏れ込み信号を打消すことに成功した．

　今後はシステムの改良を行いながら，微小変位の応用測定を行う予定である．身近な例

として，人間の呼吸による体の動きの測定や，声などの音波の情報を板の振動を利用して

測定する例が挙げられる．
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付録 A

AD変換回路の制御コマンド

ADコンバータ回路を制御するためのシリアルコマンドを以下に示す．

T 電圧–電力変換テーブルを作成する際に送信するコマンドである．テーブル作成

ポート側の機械式スイッチが外部発振器接続用コネクタ側に切り替わり，ポート電

力を測定し，測定値を返り値とする．

M 通常の測定及び，システムパラメータ同定時に測定するポート電力を取得する際に

使用するコマンドである．テーブル側の機械式スイッチは内蔵の小型発振器に接続

される．測定値を返り値とする．

S 基準ポート電力測定時に使用するコマンドである．アンテナ側の機械式スイッチが

整合終端に接続される．測定値を返り値とする．

B 通常の測定では使用しないコマンドである．テーブル側の機械式スイッチが外部発

振器接続用コネクタ側に，アンテナ側の機械式スイッチがアンテナに接続される．

たとえば，ポート 1に信号を入力させず，ポート 2のみに信号を入力させて測定し

たい場合には，外部発振器接続コネクタに整合終端を接続して，このコマンドを送

信することで，測定できる．
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付録 B

AD変換回路の回路図

ADC変換回路のパーツリストを表 B.1，回路図を図 B.1に示す．試作器に組み込まれ

ている AD 変換回路は基本的にこのパーツリストのスペック値通りに実装されている．

ATmega88 に接続される水晶発振子 20 MHz に関しては，マイコン内の内部発振器 8

MHzを使用したため，実装はしていない．
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図 B.1 AD変換回路の回路図



付録 B AD変換回路の回路図 63

表 B.1 パーツリスト

項目，値 個数

積層セラミックコンデンサ 0.1 µF 16

積層セラミックコンデンサ 16 pF 2

積層セラミックコンデンサ 32 pF 2

積層セラミックコンデンサ 47 pF 2

電解コンデンサ 10 µF 5

インダクタ 220 mH 1

インダクタ 22 µH(表面実装) 1

抵抗器 47 kΩ 4

抵抗器 100 Ω 7

抵抗器 200 Ω 1

抵抗器 300 Ω 1

抵抗器 4.7 kΩ 2

水晶発振子 2.49 MHz 1

水晶発振子 20 MHz 1

ADC AD7714 1

OPアンプ LT1167 4

AVRマイコン ATmega88 1

FT232 1

ダイオード　 BAT43 2

電圧レギュレータ S812 2

電圧レギュレータ BA15 1

FET FDP6030 2

USB ミニ B メス 1

LED 2.5 mmピッチ 5

ピンヘッダ 1× 3 5

ピンヘッダ 2× 3 1

ピンヘッダ 1× 2 1

ピンヘッダ 1× 7 1
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